
                                  

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
  

 
 

 
 

 
  

   
 

  
 

 
  

  
 

  
            
        
       
 
 
 
 







































参考 1 

令和 6 年 3 月 12 日 
 

地域包括ケア全体会議 
 

福祉部地域ケア推進課 
 

認知症施策について 
 

1. 本区における認知症の現状 
別紙「参考 2」参照 

 
2. 本区の目指す姿 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3. 本区の具体的取組 
  「①予防」、「②早期発見・早期対応」、「③発症後の本人支援」、「④家族支援」、

「⑤周囲の理解促進」 
  参考 3 参照 

 
4. 来年度の新規取組（参考 4 参照） 

① 認知症検診の対象者拡充 
② 認知症 AI チェックツールの導入 

予
防 

共
生 

認知症共生社会 



江東区地域包括ケア全体会議                  令和６年３⽉１２⽇ 
 
 

福祉部地域ケア推進課 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
本区における認知症の現状 
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【2024 年、2025 年、2029 年、2040 年の比較】 

項目 
2024 年現況 

R6 
2025 年推計 

R7 
2029 年推計 

R11 
2040 年推計 

R22 

人口     

 ・総人口 539,108 人 543,362 人 553,851 人 573,873 人 

 ・高齢者人口 112,757 人 112,599 人 113,233 人 134,219 人 

 ・高齢化率 20.9％ 20.7％ 20.4% 23.4％ 

 ・前期高齢者人口(65~74) 50,297 人 47,912 人 46,145 人 69,843 人 

 ※総人口に占める割合 9.3％ 8.8％ 8.3％ 12.2％ 

 ・後期高齢者人口（75~） 62,460 人 64,687 人 67,088 人 64,376 人 

※総人口に占める割合 11.6％ 11.9％ 12.1％ 11.2％ 

世帯     

 ・ひとり暮らし高齢者世帯 33,057 世帯 33,524 世帯 35,778 世帯 45,063 世帯 

 ※高齢者人口に占める割合 29.3％ 29.8% 31.6％ 33.6% 

 ・高齢者夫婦のみの世帯 18,478 世帯 18,582 世帯 19,211 世帯 24,480 世帯 

要支援・要介護認定者     

 ・認定者数 23,429 人 23,975 人 26,073 人 26,901 人 

 ※内、第１号被保険者 22,919 人 23,471 人 25,560 人 26,394 人 

 ・認定率 20.1％ 20.6％ 20.4％ 19.7％ 

認知症高齢者     

 ・要介護認定者における 
認知症者数 

11,242 人 12,899 人 14,264 人 14,948 人 

 ・認知症高齢者数（推計値） 20,690 人 21,188 人 23,981 人 27,458 人 

 ※高齢者人口に占める割合 18.3％ 18.8％ 21.2％ 20.5％ 
・各年 1 ⽉ 1 ⽇現在（要支援・要介護認定者については前年 12 ⽉ 31 ⽇現在） 
・推計値は H31 から R6 までの人口の平均変化率に基づくコーホート法で算出 
・「ひとり暮らし高齢者世帯」とは、一般世帯のうち 65 歳以上の単身者世帯をいう。 
・「高齢者夫婦のみ世帯」とは、65 歳以上の夫婦のみの一般世帯をいう。 
・「要介護認定者における認知症者数」は、要介護１〜５で、認知症⾃⽴度Ⅱ以上を対象としている。 
 将来推計はコロナによる臨時延⻑措置の影響を避けるため、R1.12.31 時点のデータをもとに算定。 
・「認知症高齢者数」は、「⽇本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究」 

（平成 26 年度厚⽣労働省科学研究費補助研究事業 九州⼤学 ⼆宮教授）に基づき推計。 
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在宅高齢者を介護している家族の人が不安に感じていることについては、「認知症状へ

の対応」が最も高くなっています。 
 

 
 

 

 
家族からの介護を受けている高齢者のうち、54.9％が 60 歳以上の家族が主な介護者と

なっています。また、最も多い介護者の年齢は 50 代となっており、50 代以上が主な介
護者となっている高齢者は全体の９割近くとなっています。 

 
 

 

 

 

 

 

 

33.5
30.1

27.6
26.2

23.6
20.1

15.4
12.0
12.0

10.4
7.7

5.9
5.3

3.0
4.5
4.3

6.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

認知症状への対応
夜間の排泄

外出の付き添い、送迎等
入浴・洗身
⽇中の排泄

屋内の移乗・移動
その他の家事

服薬
食事の準備

⾦銭管理や⽣活⾯に必要な諸⼿続き
食事の介助

医療⾯での対応
身だしなみ
衣服の着脱

その他
特にない

わからない・無回答

n＝492

調査数 20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 無回答

全体 495 0.2 2.0 9.3 31.5 23.6 17.8 13.5 2.0

 

（％） 

（％） 

出典︓在宅介護実態調査 B 票 問５ 

出典︓在宅介護実態調査 A 票 問５ 
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参考 3 
令和 6 年 3 月 12 日 

 
地域包括ケア全体会議 

 

福祉部地域ケア推進課 
 

本区の具体的取組 
 

※再掲も含む。 
分野 主な事業 

1. 予防 

① 正しい知識の普及・啓発 
認知症ケアパス、認知症予防講演会、認知症検診、認知症サポーター養成講座、介護予防手帳、パネル展示等 

② 身体や精神の活動促進 
認知症予防プログラム、その他各種介護予防教室など 

2. 早期発見、早期対
応 

認知症検診（R4〜）、認知機能 AI チェックツール（R6 新規）、認知症初期集中支援チーム 

3. 発症後の支援 介護保険サービス、医療保険サービス、⻑サポによる支援、日常生活⾃⽴支援、成年後見、チームオレンジ、
ただいまプロジェクトなど 

4. 家族支援 ⻑サポにおける相談、介護保険サービス、認知症講演会、⾼齢者おかえりネットワーク、認知症家族交流会、認
知症カフェ、チームオレンジ、ただいまプロジェクトなど 

5. 周囲の理解促進 認知症サポーター養成講座、認知症講演会、パネル展示など 



参考4


